
別紙様式（学校評価報告書）

宮城県登米総合産業高等学校

１ 本年度の重点目標

２ 自己評価結果に対する学校関係者評価
A 達成している B おおよそ達成している C あまり達成していない Ｄ 達成していない
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③
個々の生徒の実態に即した指
導を展開する

　生徒一人ひとりに応じた指導を行うため、個人面談や学年集会等を通じて、積極的な生徒指導を教職員が一丸となって展開し、問題行動には学校全体で組織的に対応していく。また、SCや
SSWを活用して、いじめや個人の悩みの早期発見・早期対応に努める。
　さらに、生徒の多様な進路目標の達成に向け、それぞれの進路希望に応じたキャリアロードマップを作成し、生徒自身が主体的に学びを調整できるように指導していく。

次年度の課題 改善方策

特色ある教育活動の充実

学校関係者評価委
員会における意見

・今後とも、校内外の関係者・関係機関との情報や行動、役割などの連携を大切にしながら、生徒一人一人に対する成長及び発達支援を充実するよう期待する。
・高志・挑戦・創造の気概を身に付ける良き人間並びに社会人へ生徒を育てあげようとの揺るぎない覚悟を持って粘り強く関わり続ける教職員の姿が想起される。今後も継続してほしい。
・生徒たちに変われる可能性があることを伝えてほしい。そのことを順序立てて伝えていくことが重要である。

　各学科における地域連携の取組を整理しながら、これまで以上に充実させていくとともに、「登米地域パートナーシップ会議」をはじめ、多方面の関係者から御協力をいただきながら、地
域に根ざした活動を展開していく。特に、小学校や中学校との連携を強化し、地域の子供たちとの関わりを通じて、本校生徒の成長を促すことができるように努めていきたい。
　また、学科間の連携を促進するため、地域連携に関する情報提供や、地域資源の共有化、さらには県外視察の実施などの具体的な取組を進めていきたい。

令和６年度学校評価報告書

基礎学力の向上と「チーム登
米総」一丸での指導

　学習意欲を高め、基礎学力の定着を図るためには、生徒の目的意識の向上が必要不可欠である。「チーム登米総」として、校内だけではなく、保護者や関係機関とも連携を深めながら、
日々の授業や進路指導を通じて、生徒が自らの進路目標を達成するために必要な学習を考えられるように支援していく。また、社会に出るために求められる力や、自分に足りないものに気付
き、主体的な学びへとつなげることを目指す。
　さらに、校内においても各業務の検証と見直しを行い、個別最適な学びの実現と基礎学力の向上に努めていく。

・部活動について、肯定的回答が生徒・保護者ともに昨年度と変わらない評価となった。教職員はより肯定的回答が昨年度より上回った評価となった。今年度も運動部の
加入率は減少傾向となっているが、各部とも少ない部員ながら、生徒の意欲を汲み取り、顧問が指導方法や練習計画などに工夫を凝らして日々の練習に取り組んだ成果だ
と考えている。生徒に部活動に所属して活動することでの人間的な成長の部分や競技種目の魅力などを部活動紹介等で充実させ、部活動登録まで生徒会や部員による勧誘
活動を実施し部活動を活発にするとともに、各部が上位での結果を残せるように部活動数・部費の割り振りなども検討していきたい。
・生徒会活動について肯定的な評価が80％を超えており、特に保護者の評価は昨年度よりも高い。活動の様子が実感でき頑張っている様子を評価していただいた結果だと
思う。産業祭の一般公開もコロナ過以降２年目になり盛大に開催することができた。各種委員会活動においても活発に活動できた。
・学校行事について、肯定的回答が生徒・教職員ともに昨年度より上昇したものの、保護者の評価は低下した。上昇の要因として、スポーツ大会の実施、産業祭の一般公
開、修学旅行の実施などの行事において生徒が企画・運営に携わり、主体的に活動した成果だと考えられる。生徒が望ましい人間関係を形成し、集団への所属感や連帯感
を深める機会にもなったと考える。今後も生徒自ら主体的に活動できる活動と環境づくりを準備していきたい。保護者に行事の目的と参加の意義を説明したり事前に意見
をお聞きしたりして、学校行事に対する理解と協力をお願いしていく必要がある。

A A

個々の生徒の実態に即した
指導を展開する

Ｂ

・昨年度よりも問題行動の件数は減少したが、一部の生徒で規範意識が低いが、大多数の生徒は各種活動に意欲的に取り組み、落ち着いた雰囲気が醸成されて
きている。全校集会や学年集会をとおして積極的に生徒指導を職員で共有し未然防止に努めたことや、生徒の問題行動に対して学年と生徒指導部が協力し、組
織的に対応するように努めたことが要因である。次年度も、積極的生徒指導を展開していきたい。
・いじめ調査や個人面談等を定期的に行い、早期発見・早期対応に心がけた。

B B

学校関係者評価委
員会における意見

・さらに地域の教育資源（もの、企業、人材）を大いに活用して教育内容の充実を図ってほしい。
・コミュニケーション能力を高めることができるように学校と企業などが定期的に交流できるとよい。
・今後ますます地域の方々に情報が伝わり、さらに充実したものになることを期待しています。
・情報発信を上手に行い、一緒に教育する仲間を増やすことが大事だと思うので、地域を上手に使ってほしい。

生
徒
指
導

挨拶の励行、身だしなみ指
導、遅刻指導の徹底につい
て

Ｂ

・全教職員の協力を得た輪番制による登校指導、生徒指導部の職員による身だしなみ点検などのこれまで行ってきた指導に加え、学年団による昼巡視や各学科
の協力もあり、生徒が落ち着いて学習できる環境が整ってきた。学校評価アンケートでは、肯定的回答が生徒・保護者・教職員おいて、昨年度よりわずかに低
下した評価となったものの、全体として高い評価をいただいた。昨年度より特別指導の件数・人数は若干減少している。また、担任による個別面談を数多く
行って家庭との連携を密にするとともに、学年、学科で連携を大切にしながら共通認識を持って進めていきたい。

A A

部活動、生徒会活動の活性
化を図り、学校行事を成功
させる

Ａ

B

基本的生活習慣・学習規律
の確立

Ｂ

・本校の生徒の学習時間については県平均とほぼ同程度である。各教科・学科で学習課題や実習レポートが課されていることもあり、全体としては一定の学習
時間が確保されており、その中でも国家資格や検定等の取得を目指している生徒が多い学科の生徒の学習時間が多い傾向にある。しかし、全くしないと答えた
生徒も20%以上いることから、今後は学年や進路指導部と連携し、希望する進路目標の達成や目的意識を向上させ、主体的な学習に結びつくように指導してい
きたい。
・登米総授業スタンダードとして生徒・教員の行動目標を定めて６年目となった。今年度は、一部の生徒に学習規律の乱れがあったため関係分掌と連携して指
導し、また、内規を見直すなど改善に努めている。

B B

・学習規律を乱したり、基礎学力が低かったりする生徒に対しての指導に苦慮されていると思う。生徒を理解した上でわかりやすい授業展開が、根本的解決のカギではないか。
・基礎学力の定着と向上に向け、全教職員で取り組んでいる様子が見られ、すばらしい。
・『ICTをどう活かすか』は，学校にとって大きなテーマであると思われる。

学
習
活
動

基礎学力の向上 Ｂ

・ＩＣＴを活用し、生徒の学ぶ意欲を引き出す授業や教材の研究が進んでいる。タブレット端末は家庭学習や長期休業中の課題配付等にも活用されており、新
しい授業や学習のスタイルが定着しつつある。一方で、ＩＣＴを活用した学び直しについては開始から３年が経過したが、様々な課題が生じているため、学校
設定科目の学習方法やアプリの活用状況等について検証を実施し、改善を図っている。
・みやぎ学力状況調査の３教科の正答率順位を見ると、86校中で国語が52位（R5年度59位）、数学が57位（R5年度42位）、英語が64位（R5年度64位）であり、
３教科ともに最近の数年間の正答率は、それ以前と比較して上昇傾向にある。引き続き、基礎学力の身に付いていない生徒に対しても粘り強く指導し、基礎学
力の定着を図りたい。

B B

「チーム登米総」一丸での
指導

Ｂ

・考査の欠点科目の追指導については、各教科・学科で粘り強い指導が行われている。また、資格・検定試験及び就職・進学試験の指導においては、卒業後の
進路を見据えた実践的な指導や助言が行われている。しかし、生徒の学習理解度や学習意欲に差があり、授業の進度や目標設定、評価等に苦慮する場面も見ら
れる。
・公開授業研究会や研究授業週間、学校公開週間等を設け、ＩＣＴを活用した授業研究や評価方法の工夫及び改善を目的とした授業研究を継続的に実施してい
る。引き続き、外部講師等による特別授業や教員研修会を企画し、生徒の学習意欲の向上や効果的な指導法の研究を図りながら、「主体的・対話的で深い学
び」の実現を図りたい。

B

ICTを活用した学びの充実 Ｂ

　学校設定科目「学びの基礎（1年）」において、個別最適な学びの実現を目指し、令和５年度以降、「いつでも」「どこでも」学習できる環境を整備すると
ともに、一人１台のタブレット端末を活用し、学習アプリを用いた取組を進めてきた。また、ベネッセコーポレーションの学習支援アプリ「Classi」を導入
し、学習習慣の確立と、個々の学びに応じた指導の実現に取り組んでいる。来年度は、それらの評価や学習展開について継続的に検討を重ねながら、本校独自
の学びのスタイルを確立させる。

B B

学校関係者評価委
員会における意見

B

地域連携について Ａ

　新型コロナウイルスの５類移行を経て、昨年度は各学科を中心に地域連携事業をさらに発展させ、様々な学習活動を実施することができた。来年度も、各学
科の地域連携の取組を一層充実させるとともに、「登米地域パートナーシップ会議」の外部委員をはじめ、登米市教育委員会、登米市産業経済部、東部地方振
興事務所、一般社団法人LINKなど地域の関係機関と連携を深めながら、地域に根ざした活動を展開していくことにより、地域社会とともに成長できる学びの場
を創出していきたい。
【農業科の取組】
①地域の農家での専門インターンシップ、②地域農家による肉牛の見方の指導、③みやぎ県民大学でのリンゴジュースづくり、④ミツロウラップづくり、⑤
「とめ＊こしぇる」による草木染指導、⑥JA女性部との米パンづくり、⑦なかだ稲作部会との生育調査、⑧農業大学校の出前授業での地域の若手経営者の講
話、⑨登米市産業フェスティバル、⑩なかだ秋まつり、⑪登米市給食へのレシピ提供、⑫上沼コミュニティまつりへの参加、⑬津山小学校・東郷小学校への出
前授業、⑭伊豆沼農産との連携による海外の学生の体験授業の受け入れ、⑮おにぎり屋「べにすずめ」へのおにぎりアイデアの提供、⑯道の駅での給食レシピ
の弁当販売、⑰東北フードマラソンでの本校米で作った日本酒の販売補助、⑱磐乃井酒造での日本酒づくりの学習、⑲ラベル作成
【機械科の取組】
①企業見学の実施（東洋刃物、登米精巧、牧野精工、トヨタ自動車東日本、いすゞ自動車東北、トヨテツ東北）
②気仙沼地方振興事務所と連携し、南三陸町の企業でのインターンシップを実施（今後、登米市内の企業との連携も模索中）。
【電気科の取組】
①企業見学（東北電力女川原子力発電所、ユアテック人財育成センター、東北イノアック）や登米電気工事事業協同組合青年部との交流会を実施（クラフトマ
ン21）。
②東北職業能力開発大学校の協力のもと、ものづくり充実支援の指導をいただいた（クラフトマン21）。
【情報技術科の取組】
①東北職業能力開発大学校の協力のもと、電子・情報関連技術関連の体験授業と講話をいただいた（クラフトマン21）。
②新田小学校、佐沼小学校、上沼小学校への出前授業（プログラミング教室）の実施。
③課題研究で一般社団法人まちづくり Maiya no miraiと連携してプロジェクションマッピングを実施（米谷小、米川小）。
④課題研究で石巻支援学校へ教材提供を行った。
⑤登米市産業フェスティバルやT-cafe（宝江）に出展し、クレーンゲームやLEGOロボット体験会を実施（工業を知ってもらう）。
【商業科の取組】
①企業見学および上級学校見学を実施（仙台銀行本店、東北学院大学）。
②外部講師を活用したビジネスマナー研修会を実施（産業人材育成プラットホーム事業）。
③課題研究で「株式会社とよま振興公社」を訪ね『みやぎの明治村』を中心とした登米市内施設を見学するとともに、観光事業について講話をいただいた。今
後は『みやぎの明治村』の施設や環境を実際に活用し、地域の観光資源を体験的にに学びながら、その魅力を活かす方法を模索し、地域に貢献する活動を進め
ていく実践的な実習を高校生が主体となって行う予定である。
【福祉科の取組】
①地域福祉施設の協力のもと、全学年、校外福祉施設での介護実習を実施。
②登米市社会福祉協議会の協力のもと、地域高齢者との交流会を２回実施（１０月敬老交流会、１２月クリスマス交流会）。
③医療法人仁泉会の２施設から各専門職員を派遣してもらい、介護技術等の授業を２日間実施。
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学科間連携について Ｂ

　学科間連携を推進する１つの方策として、生徒の中から、模擬株式会社に関する「設立準備委員会」を組織し、その活動を進めてきた。委員会活動をとおして、
生徒が主体となり、各学科で学んだことを活用し、一つ一つの課題を解決することで「地域協働」や「職業意識」、「起業家精神」の育成を目指していく。この取
組を支えるため、科長会や起業プロジェクト委員会といった教職員の組織を活用して、連携体制を構築して、さらなる推進を図ってきた。
　今年度は、模擬株式会社の取組の一環として、「Ｅコマース（電子商取引）プラットホーム研修会」を本校を会場に実施した。この研修は、宮城県教育委員会と
ネットショップサービスを提供する「BASE社」との連携協定に基づいて行われたもので、教職員及び生徒を対象にしている。研修では、ネットショップの開設体験
を通じて、商品を売るための情報を考えたり、ショップのサイトをデザインしたりする実践的な内容が提供された。
　この研修を通じて得た成果を、各学科の授業実践に活用しつつ、Ｅコマースを活用した学科間連携を今後も推進していく。

BASE社に協力をいただき実施した「電子商取引（Ｅコマース）」の取組内容は以下のとおりである。
①教職員対象の研修会
・令和6年7月30日（火）10時から15時まで、本校会場（商業科コンピュータ室）、参加人数21名（県内の高校及び特別支援学校教員、そのうち本校教員8名）
②生徒対象の出前授業（BASE社の講師による）
・令和6年12月2日（月）、12月10日（火）、12月11日（水）【すべて各2h】、本校会場、参加人数26名（商業科３学年）、科目名「ネットワーク活用」

B

１　基礎学力の向上
２　「チーム登米総」一丸で指導
３　基本的生活習慣・学習規律の確立
４　希望進路100％達成
５　特別活動の活性化
６　信頼される学校づくり

①授業が分かる生徒の割合７0％　②家庭学習時間90分の確保　③各学科における資格取得者数の増加　④様々な進路希望に対応した指導体制の整備
①円滑な連携事業の展開　②課題解決型授業・実習の実施　③外部講師による特別授業の実施
①欠席、遅刻、早退の減少　②元気な挨拶と清楚な身だしなみの指導　③奉仕活動・体験活動の充実
①計画的・組織的な進路指導の実施　②三者面談や二者面談の実施　③専門講師による講習会の充実
①学校生活の満足度／95％　②全国規模の上部大会へ出場・参加／６件
①各種コーディネーター等の育成促進　②改善に向けた各種評価の有効活用　③インターネット、新聞、テレビを活用した情報発信　④防災体制の不断の見直しと構築
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